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検討経緯・基本方針など

○放送番組のインターネットでの同時配信等は、視聴者の利便性向上や、コンテンツ
産業の振興・国際競争力の確保等の観点から非常に重要な取組。

○諸外国の制度等も十分に踏まえつつ、放送と同等の権利処理を可能とする制度改正
等を目指し、幅広い関係者の意見を丁寧に聴きながら、制度・運用の両面から総合
的に対応を進めていく。

○対応に当たっては、何よりもまず視聴者から見た利便性を第一としつつ、「一元的な
な権利処理の推進」と「権利保護・権利者への適切な対価の還元」のバランスを図り
視聴者・放送事業者・クリエイターの全てにとって利益となるような措置を迅速に
講じていく。

○その際、多様なサービス形態や実態変化等に柔軟に対応できる仕組みを構築すると
ともに、著作物の創作・流通・利用のサイクルを維持・活性化するため、放送事業者
からクリエイターに適切な対価が支払われるようにすることが極めて重要。

○９月上旬以降、文化審議会のワーキングチームにおいて、総務省が取りまとめた放送
事業者の要望をもとに、幅広い権利者からのヒアリングを行った上で集中的に議論を
進めており、早ければ１１月末に報告書のとりまとめを行う予定。

○その後、小委員会での議論、パブリックコメントを経て、最終的には著作権分科会と
しての報告書をとりまとめ、次期通常国会での法案提出・成立を目指す。

検討経緯・今後の予定

基本方針
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制度改正の内容：総論①

○同時配信のほか、追っかけ配信（放送が終了するまでに配信が開始されるもの）、
一定期間の見逃し配信を対象とすることを基本とする。

○放送対象地域との関係を問わず、番組内容の一部変更やＣＭの差替えも認めるなど
柔軟な仕組みとする。

【対象サービスの範囲を画する要素】
①見逃し配信の期間：過度に期間が拡大しないよう注意しながら、実態に即した柔軟な

期間設定を可能とする（例：毎週放送の番組は１週間、月１回放送の番組は１か月）。
②放送対象地域との関係：放送対象地域に関わらず同時配信等を可能とする。
③放送で流す番組との差異：権利処理未了のために生じるフタかぶせなどに伴う番組内容

の最小限の変更や、ＣＭの差替えも可能とする。
④配信形態：ストリーミング形式での同時配信等を対象とする。
⑤実施主体：放送事業者が主体的に実施していると評価できるサービスであれば、配信

プラットフォームが自前のものであるか否かを問わず、対象とする。
⑥対価徴収の有無：多様なビジネスモデルに柔軟に対応し得るよう、法律上の制約は設けず、

今後のサービス実態等を踏まえつつ、政省令等で具体的な取扱いを規定する。
⑦ラジオや衛星放送・有線放送の取扱い：原則対象に含めつつ、音楽配信ビジネスとバッ

ティングする部分（例：有線ラジオの個人向け配信）など必要最小限の部分を除外する。

対象とするサービスの範囲
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制度改正の内容：総論②
措置内容の一覧

（１）権利制限規定の同時配信等への拡充【法改正】
・放送では許諾なしに著作物を自由に利用できることとなっている規定を、同時配信等に拡充。
（２）許諾推定規定の創設【法改正】

・放送番組での利用を認める契約の際、権利者が別途の意思表示をしていなければ、放送だけ
でなく同時配信等での利用も許諾したものと推定。

（３）同時配信等に係るレコード・レコード実演（アクセス困難者）の報酬請求権化【法改正】
・レコード・レコード実演の同時配信等に関し、集中管理に

がされておらず、個別の許諾を得るのに相当な手続コスト
を要するアクセス困難者の権利について報酬請求権化。

（４）リピート放送の同時配信等に係る映像実演（アクセス困難者）の報酬請求権化【法改正】
・リピート放送の同時配信等に関し、映像実演のアクセス困難者の権利について、法律上、

リピート放送の場合と同様、初回契約時に別段の定めがない限り、報酬請求権化。

＜レコードの配信：法律上は許諾権＞

集中管理（実質的に報酬請求権化）

アクセス困難者（個別許諾）

（５）裁定制度の改善【法改正・政令改正等】
①協議不調の場合の裁定制度：同時配信等に当たっての協議が整わない場合にも活用可能とする。
②権利者不明の場合の裁定制度：民放についても一定の要件の下で補償金の事前供託を免除、

「相当な努力」（広告掲載）の要件を緩和、申請手続を電子化、事務処理を迅速化。

（※）上記とは別途、当事者間協議の場を設置し、運用面の諸課題の解決を図る。
３



制度改正の内容：各論①

全ての規定について、同時配信等への適用拡大を行う。
（個々の規定の性質等に応じて、取扱いが若干異なる場合もあり得る）

【具体的な規定の取扱い】
①第３４条第１項（学校教育番組の放送等）：同時配信・追っかけ配信・見逃し配信

を対象に含める。
②第３８条第３項（営利を目的としない公の伝達等）：前段（非営利・無料）は同時

配信・追っかけ配信・見逃し配信を対象に含めることも検討。後段（営利・有料）
も少なくとも同時配信は対象に含める（視聴者や伝達を行う者の利便性と権利者の
利益保護のバランスに十分留意しつつ具体的な範囲を特定する）。
③第３９条第１項（時事問題に関する論説の転載等）：同時配信・追っかけ配信・

見逃し配信を対象に含める。
④第４０条第２項（国会等での演説等の利用）：同時配信・追っかけ配信・見逃し

配信を対象に含める。
⑤第４４条（放送事業者等による一時的固定）：同時配信・追っかけ配信・見逃し

配信を対象に含める。
⑥第９３条（放送のための実演の固定）：同時配信・追っかけ配信・見逃し配信を

対象に含める。

（１）権利制限規定の拡充
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制度改正の内容：各論②

○借用素材を含む著作物及び映像実演に関して、契約上、同時配信等の可否が不明確で
ある場合の利用を円滑化。

○具体的には、放送及び同時配信等に係る許諾権原を有する者が、放送番組での利用
（映像実演については放送番組への出演）を認める契約を放送事業者（その委託を受
けて放送番組を制作する者を含む。）と締結するに当たり、別段の意思表示をしてい
ない場合には、放送だけでなく同時配信等の許諾も行ったものと推定する旨の規定を
設ける（権利処理をワンストップ化）。

○「同時配信・追っかけ配信・見逃し配信」を全て対象に含めることとする。

○権利者側から、クリエイターが不利な条件での契約を強いられることへの懸念が
示されていることから、その払拭のための対応についてもあわせて検討を行う必要。

（※）法改正以前に締結された契約（推定規定の存在を認識せずに締結された契約）についてまで
直接の推定効果を及ぼすことはできないと考えられる。もっとも、過去に放送やオンデマンド
配信の許諾を包括的に得ていた場合などに、その契約解釈として、リピート放送の同時配信等
を許諾したものと認められることも想定。

○権利者側の懸念を払拭しつつ、放送事業者にとって安定的な利用を可能とすることが
重要であるため、具体的な適用条件等について明確かつ分かりやすいルール作りを行
う必要。

（２）許諾推定規定の創設（基本的な考え方）
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制度改正の内容：各論③

【検討に当たっての視点】
（ア）放送事業者による安定的な利用が可能か
（イ）権利者側の懸念（不意打ちや不利な契約の助長）を払拭できるか
（ウ）法的に推定を及ぼすに足りる事情が認められるか

【推定に係る条件】※法令上規定する要件のほか、解釈・運用に係るものを含む。

（１）放送事業者側に求められる条件（主に上記（イ）（ウ）の観点）
①同時配信等を業として実施していること
② その旨を権利者が把握できるよう一定の方法で公表していること
③ 契約に当たって「放送」のみ行う（「同時配信等」を行わない）旨を明示して
いないこと（単に「放送」を行う旨を伝えただけでは、これには該当しない）

（２）権利者側の別段の意思表示の在り方（主に上記２．（ア）の観点）
① 別段の意思表示は契約時に行うこと（後出し禁止）
②書面（メールを含む。）での契約の場合には、別段の意思表示も書面で行うこと
③ 別段の意思表示は、同時配信等を拒否する旨の意思表示のほか、同時配信等を
行うに当たっての条件等を伝える意思表示が含まれること

（２）許諾推定規定の創設（具体的な制度設計・運用等）
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制度改正の内容：各論④

【権利者が推定を覆す際の事情（考慮要素）の例】
（１）その権利者が、同じ放送事業者との間の過去の契約交渉において同時配信等を
明確に拒否する旨の意思表示をしていたこと
⇒  番組のジャンルに関わらず長期間にわたって繰り返し同時配信等を拒否する旨の意思表示

をしていた場合や、ごく近接した過去において同一の著作物について同時配信等を拒否
する旨の意思表示をしていた場合などが該当

（２）権利者に支払われた対価が明らかに「放送」のみを行う場合の水準であったこと
⇒  放送のみ行う場合と、放送と同時配信等をあわせて行う場合の対価の水準の相場が異なる

場合に、前者の水準しか支払われていない場合などが該当

（※１）上記はあくまで司法判断における考慮要素となり得る事情を示したものであり、
これに該当することのみをもって必ず推定が覆るというわけではない。

（※２）こうした特殊事情がある場合（継続的に配信を拒否されていた場合や、明らか
に相場と異なる水準の対価で配信を行おうとする場合など）には、放送事業者が
権利者の意向を明示的に確認することで、容易にリスクを解消できる。

【今後の対応】
より具体的な内容等については、総務省・文化庁の関与の下、関係者間でガイド
ラインを策定することが適当。そこには、推定を覆すことができる期間の取扱いを
含め、幅広い事項について合理的なルール作りが行われることが望ましい。

（※）ガイドラインは業界スタンダードとなり、司法判断でも参照されることを想定

（２）許諾推定規定の創設（具体的な制度設計・運用等）
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制度改正の内容：各論⑤

○放送（報酬請求権）と配信（許諾権）の制度上の差異に起因して同時配信等での利用
が困難となるという課題を解決。

○同時配信等に当たって、円滑に許諾を得られないと認められる「アクセス困難者」
（※）のレコード・レコード実演に関して、通常の使用料相当額の補償金の支払い
を前提にした権利制限規定を創設（報酬請求権化により、事前許諾を不要とする）。
（※）「①著作権等管理事業者（日本レコード協会及び芸団協ＣＰＲＡ）による集中管理が
行われておらず、かつ、②権利情報プラットフォーム上で適正な使用料で確実に許諾
する旨が明らかにされていないもの」を対象とすることが基本。ただし、③日本の著作権
等管理事業者が管理していない外国原盤について、権利処理窓口が明らかとなっている
場合にまですべて権利制限するのは適当ではないため、適切に対象範囲を確定する必要。

○「同時配信・追っかけ配信・見逃し配信」を全て対象に含める。

○「放送事業者による権利処理手続の簡素化」と「アクセス困難者による対価獲得の
実効性確保」の両面から、一元的な窓口を設ける（個々の権利者ではなく、文化庁
長官の指定する団体が一元的に権利行使を行う）ことを可能とする。
（※）実際に一元的な窓口となる団体を指定するか否かについては、アクセス困難者の規模や

手続コストの負担等を踏まえつつ、合理的な運用の可能性を見極めた上で判断する必要。
（※）より詳細な運用等については、関係者間で十分に議論を行う必要。

（３）レコード・レコード実演の利用円滑化
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制度改正の内容：各論⑥
（４）映像実演の利用円滑化

○過去に制作した放送番組のリピート放送に伴う同時配信等を円滑化。

○同時配信等に当たって、円滑に許諾を得られないと認められる「アクセス困難者」
（※）の映像実演に関して、初回の契約に別段の定めがない限り、リピート放送の
同時配信等に係る実演家の許諾は不要としつつ、通常の使用料相当額の報酬の支払い
を求める。
（※）「①著作権等管理事業者（aRma）による集中管理が行われておらず、かつ、②権利処理

窓口（所属する芸能プロダクションなど）が明らかでないもの」を対象とすることが基本。
（※）初回放送時に同時配信等がされていない場合や法施行前に初回放送が行われている場合

には、別途、同時配信等の前にウェブサイトでの公示などを通じて実演家側の意思表示の
機会を確保する必要。

○「同時配信・追っかけ配信・見逃し配信」を全て対象に含めることを検討。

○「放送事業者による権利処理手続の簡素化」と「アクセス困難者による対価獲得の
実効性確保」の両面から、一元的な窓口を設ける（個々の権利者ではなく、文化庁
長官の指定する団体が一元的に権利行使を行う）ことを可能とする。
（※）実際に一元的な窓口となる団体を指定するか否かについては、アクセス困難者の規模や

手続コストの負担等を踏まえつつ、合理的な運用の可能性を見極めた上で判断する必要。
（※）より詳細な運用等については、関係者間で十分に議論を行う必要。 ９



制度改正の内容：各論⑦

①協議不調の場合の裁定（第６８条）
放送だけでなく、同時配信・追っかけ配信・見逃し配信に当たって協議が整わない
場合にも制度を活用できるようにする。著作隣接権にも準用する。

②権利者不明の場合の裁定（第６７条）
（ⅰ）補償金の事前供託免除の対象範囲の拡大
民放事業者について、権利者が現れた場合における補償金支払いの確実性を担保する
ための要件を設定しつつ、事前供託免除の対象に加える。

（ⅱ）「相当な努力」の要件緩和
（公社）著作権情報センター（ＣＲＩＣ）のウェブサイトへの広告掲載（７日間）に
ついて、広告掲載直後からの裁定申請を可能とする（利用開始まで１週間短縮）。

（ⅲ）申請手続の電子化
可能なところから、すみやかに電子化を進める。
（※）手数料納付の電子化については、電子決済システム等の構築が必要であり、政府全体に

おける行政手続の電子化の動向を踏まえながら対応。

③裁定に係る事務処理の迅速化
文化庁において事務処理体制の充実に努めるとともに、申請から利用開始までの標準
処理期間を定めて公表するなど、事務処理の迅速化に向けた対応を進める。

（５）裁定制度の改善
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第５回ＷＴでの議論の概要① -許諾推定規定について-

＜総論＞
○ 推定の条件設定が厳しくなれば現行の許諾との差異はなくなるので、処理手続が

可能な限り簡便となるようにしてほしい。【放送事業者】
○ 法律の条文自体に多数の条件をつけると、使い勝手が悪くなりかねない。条文化す

べきところ、ソフトローでやるべきところの区分けをしっかり意識して議論する必要
がある。【委員】

○ スタートアップの状況なので詳細を決めすぎるとビジネスを制約することにも
なるので、なるべく原則論に留めることが望ましい。【委員】

○ 大原則として、契約で明示的に決めるということを中心に考えるべき。推定は念の
ための安全弁として位置付ける程度の扱いがよい。【委員】

○ インターネットでの配信を明確に否定する権利者は一定数いるところ、その主張は
尊重していただきたい。【著作者団体】

＜許諾推定を及ぼすサービスの範囲＞
○ 許諾推定を及ぼす範囲としては同時配信、追っかけ配信、見逃し配信をすべて含め

てほしい。【放送事業者】
○ 同時配信・追っかけ配信・見逃し配信はそれぞれ性質が異なるところ、一括りに

同時配信「等」として推定規定の対象とするのは時期尚早。【実演家団体】
○ きちんと対価を払うことは必要だが、同時配信のほか、追っかけ配信や見逃し配信

も含めて推定するのは問題ない。【著作者団体】
11



第５回ＷＴでの議論の概要② -許諾推定規定について-

＜推定に係る条件＞
○ 制作会社・代理店経由で権利処理する場合にも、推定規定の適用が排除されないよ

うにする必要。【委員】
○ 推定規定が設けられることで、放送事業者が本来行うべき契約条件の説明を怠るよ

うになるのは良くない。【実演家団体】
○ 推定規定の遡及適用については、契約時に想定していない利用を後から認めること

となり、不意打ちとなるため困難。【著作者団体】
○ 推定規定を遡及適用すると、法的安定性を著しく害するため適切でない。ＮＨＫか

ら要望のあった事例は、事後にきちんと証明できるのであれば、口頭であっても包括
的契約が有効に成立し得る。【委員】

＜推定が覆り得る事情について＞
○ 借用素材の利用条件はケースバイケースであり、単に権利者が過去に同時配信等を

拒否していたというだけで、推定を覆すことができるということになると、放送事業
者にとってリスクが高過ぎる。【放送事業者】

○ 対価が「放送」のみの場合とほぼ同水準なのが必ずしも不合理とは言えないので、
単に対価の水準をもって推定が覆り得る要素とするのは適切でない。【放送事業者】

○ この推定規定を利用して対価が切り下げられることはあってはならない。後で揉め
ることがないよう、あらかじめ適切な対価を支払って頂くこと重要。【著作者団体】

○ フタかぶせを解消しつつ、権利者に対価を還元することが重要。きちんと対価を
払っていない場合には推定が覆り得るようにしておくことは極めて重要。【委員】
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第５回ＷＴでの議論の概要③ -許諾推定規定について-

＜ガイドラインについて＞

○ ガイドラインの策定に当たっては、例えば、NHKの番組ならずっと使って良いとい
う包括的な許諾を得ていれば同時配信等も許諾されたと認められるなど、事例に即し
た明確で分かりやすいルール作りをしてほしい。【放送事業者】

○ 推定が覆る要素としての対価の取扱いについて、ガイドラインで明確化する必要が
ある。【実演家団体】

○ ハードローの枠をはみ出す議論がとても多く、解釈や運用に委ねられる面が強い。
関係者が協議をする場をしっかりと設けて、実効性の高いガイドラインを作成すると
いう方向で政府にも働きかけをお願いしたい。【委員】

○ ガイドラインの議論には、幅広い関係者が参画することが重要。そうしないと運用
が上手くワークしなくなる。【委員】

○ ガイドラインでは、より分かりやすく様々な事項を書き込んでいくことで、みんな
が安心して使えるようになる。ガイドラインによって、よりよいビジネス慣行が定着
することが期待される。【委員】
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第６回ＷＴの議論の概要① -レコード・実演の利用円滑化ついて-

＜対価の支払い＞
○ レコード及びレコード実演のアウトサイダーへの補償金は、放送事業者として、

商業用レコードの包括使用料とは明確に切り離して、別途支払う。【放送事業者】

＜徴収・分配スキームの在り方＞
○ 商業用レコードについて、放送と同様の簡便な権利処理手続を実現するために、補

償金の取扱いについても、現行のスキームと同様に、窓口を現状の指定団体に一本化
することが望ましい。【放送事業者】

○ 映像実演については、現状、実演家やプロダクションに個別に支払いを行っており、
補償金も権利者からの個別の請求に応じて放送事業者が直接支払う制度設計を希望。
連絡先が不明となった実演家をアウトサイダーとして補償金付き権利制限規定を適用
する制度とするのが良い。【放送事業者】

○ 個々の実演家が放送事業者に対して権利行使するのは現実的ではないため、集中管
理するのが適切。【実演家団体】

○ 放送局と管理団体が一緒になって協力してインサイダーに取り込む手続が非常に
重要。アウトサイダーの状況を見た上で、必要があれば指定管理団体制度を導入する
というふうにワンクッションあったほうが現実的。【レコード協会】

○ アウトサイダーも含め対価が末端まで適切に支払われることが重要であるため、窓
口は一本化する必要がある。【委員】

○ 同種のシステムを持つ権利者団体に窓口になってもらうのが社会的コストの節約と
いう観点で短期的には合理的。【委員】
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第６回ＷＴの議論の概要② -レコード・実演の利用円滑化ついて-

＜事務処理コストの負担＞
○ アウトサイダーの権利行使がどの程度あるか分からない現状で、指定管理団体制を

導入した場合、管理コストを賄えるか不安。【レコード協会】

○ 同種のシステムを持つ権利者団体に窓口になってもらうのが社会的コストの節約と
いう観点で短期的には合理的。もし管理上の赤字が生じるならば、そのためのコスト
は権利者団体のみが負担すべきものではない。【委員】

○ 分配コストについては、あえて集中管理に入らず非効率な状態を作っている権利者
（アウトサイダー）に負担してもらうことも有り得る。【委員】

○ 著作権制度・放送制度を支えるために、集中管理のコストの負担については指定管
理団体だけでなく、放送事業者も一体となって協力する必要がある。【委員】
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【参考１】検討スケジュール

【９～１０月】※措置の方向性の議論
○同時配信等ＷＴ（第１回～第４回）

・放送事業者、権利者からヒアリング
・措置の方向性の議論⇒中間まとめのとりまとめ

●文化審議会著作権分科会 基本政策小委員会（第２回）（１０月１９日）
・同時配信等ＷＴにおける中間まとめについて報告の上、議論

●文化審議会著作権分科会 基本政策小委員会（第３回）
・同時配信等ＷＴにおける報告書について報告の上、議論

（※）その後、パブリックコメントを実施し、最終的には、著作権分科会としての報告書を
とりまとめ、次期通常国会への法案提出を目指す。

【１１～１２月】※具体的な制度設計等の議論
○同時配信等ＷＴ（第５回）（１１月２日）

・許諾推定規定の取扱い

○同時配信等ＷＴ（第６回）（１１月１３日）
・実演・レコードの利用円滑化について

○同時配信等ＷＴ（第７回）（１１月３０日）
・報告書のとりまとめ（予定）

【８月】
●文化審議会著作権分科会 基本政策小委員会（第１回）（８月４日）

・同時配信等ＷＴの設置を決定
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【参考２】同時配信等ＷＴの委員名簿

【チーム員】
いけむら さとし

池村 聡 弁護士
いまむら てつ や

今村 哲也 明治大学情報コミュニケーション学部教授
うちやま たかし

内山 隆 青山学院大学総合文化政策学部教授
おおぶち てつ や

○大渕 哲也 東京大学大学院法学政治学研究科教授
おくむら こう じ
奥邨 弘司 慶應義塾大学大学院法務研究科教授
すえよし わたる

◎末吉 亙 弁護士
たつむら ぜん

龍村 全 弁護士
なかむら い ち や

中村 伊知哉 iU（情報経営イノベーション専門職大学）学長
まえ だ て つ お

前田 哲男 弁護士

【オブザーバー】
総務省情報流通行政局情報通信作品振興課 ※◎は座長、○は座長代理

第２０期 文化審議会著作権分科会 基本政策小委員会
放送番組のインターネット同時配信等に係る権利処理の円滑化に関する

ワーキングチーム委員名簿（令和２年９月４日現在）
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【参考３】ヒアリング団体の一覧
【放送事業者】

日本放送協会、在京民放キー局五社

【権利者】
（著作権関係団体）

一般社団法人 日本音楽著作権協会、株式会社 NexTone
一般社団法人 日本映像ソフト協会、一般社団法人 日本映画製作者連盟
協同組合 日本脚本家連盟、協同組合 日本シナリオ作家協会
公益社団法人 日本文藝家協会、一般社団法人 日本新聞協会
一般社団法人 日本写真著作権協会、一般社団法人 日本美術著作権連合
公益社団法人 日本漫画家協会、一般社団法人 日本書籍出版協会
一般社団法人 日本雑誌協会
（著作隣接権関係団体）※一部は著作権関係団体としての性質も有する

公益社団法人 日本芸能実演家団体協議会・著作隣接権センター
一般社団法人 映像コンテンツ権利処理機構
一般社団法人 日本レコード協会
一般社団法人 日本音楽出版社協会
特定非営利活動法人 インディペンデント・レコード協会
一般社団法人 日本ネットクリエイター協会 18



【参考４】規制改革実施計画等（抜粋）
【規制改革実施計画（令和２年７月17日閣議決定）】
１．放送のインターネット同時配信等、２．拡大集中許諾制度等、３．孤児著作物の裁定制度及び協
議が整わない場合の裁定制度の３点について、総務省は、ローカル局を含めた放送業界としての現状
の課題とその原因を基に、要望を具体的に取りまとめる。その上で、総務省とりまとめ案について、
総務省及び文化庁が共同して、アウトサイダーを含む権利者や関係者等から意見聴取を行った上で、
１、２、３のそれぞれについて検討、結論を得る。各々の結論については、文化庁において再度権利
者や関係者等からの合意を得たうえで、著作権等に係る法的な検討を行い、優先度の高いものから順
次制度設計を行い、法案概要を作成する。特に、放送のインターネット同時配信等を著作権法上、放
送と同等に扱うことについては丁寧に議論を行う。
（実施時期）
１、３については、令和２年８月末まで要望を取りまとめ、令和２年10月末までに検討・結論、令和
２年12月末までに制度設計及び法案概要を作成した上で、令和３年通常国会での法案成立を目指す。
２については、１、３を優先的に措置した上で、令和３年中に改めて要否を明らかにする。

（参考）規制改革推進に関する答申（令和２年７月２日規制改革推進会議）
（前略）インターネットにおける放送コンテンツの円滑な流通に向けた制度整備に向けて、以下の
措置を講ずるべきである。

その際、放送のインターネット同時配信等、拡大集中許諾制度等、孤児著作物（権利者が不明で
ある場合）の裁定制度及び協議が整わない場合の裁定制度に関する検討を行う際には、国際条約と
の整合性、放送法との関係（放送法上の放送の定義等）、放送のインターネット同時配信等の範囲
明確化（同時配信、追っかけ配信、見逃し配信）、「ふたかぶせ」の現状とその原因の追究（著作
権者の意見聴取を含む）、改革実施後の権利者の権利の尊重、これまでの当会議・文化庁の議論に
十分配慮を行うべきである。
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